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1.検討経緯 

 

1.1ダム事業の検証の流れ 

山口県では、平成 2 年に策定した深川川水系工事実施基本計画に基づき洪水調節、流

水の正常な機能の維持、水道用水の確保を目的として、大河内川ダム建設事業を進めて

おり、現在、河川整備基本方針及び河川整備計画を策定中である。 

こうした中、国において「できるだけダムによらない治水」への政策転換が進められ、

｢今後の治水対策のあり方に関する有識者会議｣により、平成 22 年 9 月 27 日、ダム検証

に関する「中間とりまとめ」が国土交通大臣に提出された。それを受け、平成 22 年 9月

28日付けで｢ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目（以下「実施要領細

目」という。）｣に基づき｢ダム事業の検証に係る検討｣を実施するよう国から要請があっ

た。 

本県では、大河内川ダムの整備を盛り込んだ深川川水系河川整備基本方針(案)及び河

川整備計画(案)を作成し、大河内川ダム事業の検証に係る検討を行った。また、検討は、

「実施要領細目」に基づき行った。検討に当たっては、「深川川川づくり検討委員会」

を設置し、学識経験者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地方公共団体の長

から意見を聴くとともに、パブリックコメントを実施し、広く県民の意見を募集し、ダ

ム事業の対応方針の原案を作成した。 

その後、対応方針の原案について、学識経験者等で組織される「山口県公共事業評価

委員会」の意見を聴いたうえで、県の対応方針を決定した。 
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図 1.1.1 大河内川ダム事業の検証の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の治水対策のあり方に関

する有識者会議 

  今後の治水対策のあり方について 再評価実施要領細目策定  平成 22 年 9 月 

国土交通大臣が大河内川ダム事業の検証に係る検討を山口県知事に要請 平成 22 年 9 月 28 日付け 

大河内川ダム事業の検証に係る検討 

＜目的別の検討＞３項目 

①治水対策 ②利水対策 
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広く意見を聴く場 

パブリックコメント 

（H26.5.20～6.19） 

深川川川づくり検討委員会 
第２回（26.7.17） 

山口県公共事業評価委員会 
（H26.9.4） 

河川整備計画(案) 

河川整備基本方針(案) 

複数の対策案を立案 
（河川整備計画(案)の想定する目標等を確保） 

概略評価により対策案を選定（一次選定） 

対策案の立案 

対策案を評価軸ごとに評価（二次選定） 

目的別の総合評価 

検証対象ダムの総合的な評価 

ダム事業の対応方針（原案）の作成 

ダム事業の対応方針の決定 

深川川川づくり検討委員会 
第１回（26.5.19） 

国土交通省による対応方針の決定 

山口県知事から国土交通大臣へ検討結果を報告 
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1.2 ダム事業の検証の概要 

 1.2.1 河川整備基本方針(案)及び河川整備計画(案)の作成 

深川川水系の河川整備基本方針及び河川整備計画については、現在策定中である。 

現行計画である工事実施基本計画は、平成 2 年に策定され長期間経過していること

から、これら計画の策定にあたっては、近年の洪水実績等を踏まえ、観測データを追

加するとともに最新の知見に基づき検討し、必要に応じて工事実施基本計画を見直し、

これらの計画(案)を作成した。 

本県では策定にあたっては、河川整備基本方針は河川委員会、河川整備計画は川づ

くり検討委員会の意見を聴くこととしている。深川川水系については、作成した河川

整備基本方針(案)及び河川整備計画(案)に基づきダム事業の検証を行い、検証後に改

めて、それぞれの委員会において意見を聴くこととして、河川委員会及び深川川川づ

くり検討委員会の了承を得た。さらに、川づくり検討委員会においては、「河川整備計

画(案)における治水・利水対策の目標については妥当である。」との意見報告を受けた。 

 

 1.2.2 検証対象ダム事業等の点検と費用対効果分析 

基本計画等の作成または変更から長期間が経過しているダム事業については、必要

に応じて総事業費、堆砂計画、工期や過去の洪水実績など計画の前提となっているデ

ータ等について詳細に点検を行うこととなっている。  

大河内川ダムの治水計画及び利水計画（流水の正常な機能の維持）については、前

述の河川整備基本方針(案)及び河川整備計画(案)の作成の中で精査し、必要に応じて

見直した。 

新規利水(水道用水)については、利水参画者（長門市）に確認し、新規開発水量

1,000m3/日を、ダム事業参画継続により確保する旨の回答を受け、検証主体として点検

を行った結果、1,000m3/日の必要性について妥当との判断ができる。 

ダムの堆砂計画は、点検結果より妥当との判断ができる。 

総事業費については、最新の単価等を考慮して現在までの進捗に合わせ事業費の精

査を行った結果、付替道路費や導水トンネル費、用地補償費の増等により、164.5億円

が 240億円となった。 

工期については、平成 31年度完成として事業を進めてきたが、付替道路における地

質が想定よりも悪く施工に時間を要したこと、ダム検証に係る検討に時間を要したこ

と等から、平成 37年度完成となった。 

点検結果を踏まえ、大河内川ダム事業の費用対効果分析を行い、費用対便益(B/C)

は 1.3となった。 

 

1.2.3 目的別の方策の選定 

治水対策については、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で

定める治水の方策 26 手法の中から、深川川流域の地形、土地利用状況などを踏まえ、

7項目の評価軸の内、実現性、安全度、コストの観点から 6方策を選定した。 

利水対策のうち水道用水については、同細目で定める利水の方策 17 手法に、既存



 
1-4 

の水道事業からの受水を加えた 18手法の中から、深川川流域の特性を踏まえ、実現性、

目標、コストの観点から 6 方策を選定した。 

利水対策のうち流水の正常な機能の維持については、同細目で定める利水の方策 17 

手法の中から、深川川流域の特性を踏まえ、実現性、目標、コストの観点から 2 方策

を選定した。 

 

1.2.4 目的別の複数の対策案の立案 

選定した方策を単独又は複数組み合わせ、治水及び利水対策案を立案した。 

治水対策案では、河川整備計画が未策定であるため、作成した河川整備計画(案)に

おいて想定している目標と同程度の目標を達成することを基本として、ダム案を含め 

4 案の対策案（大河内川ダム＋導水路＋河川改修案、河川改修案、放水路＋河川改修

案、遊水地＋河川改修案）を立案した。 

利水(水道用水)対策案では、点検で確認した開発量を確保することを基本として、

ダム案を含め 6 案の対策案（大河内川ダム案、河道外貯留施設案、地下水案、ため池

案、水道事業上水受水案 2案）を立案した。 

流水の正常な機能の維持対策案では、河川整備計画(案)において想定している目標

と同程度の目標を達成することを基本として、ダム案を含め 2 案の対策案（大河内川

ダム案、河道外貯留施設案）を立案した。 

 

1.2.5 目的別の各対策案の評価軸による評価 

立案した複数の対策案について、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要

領細目」で定める治水対策案に係る 7 評価軸（①安全度、②コスト、③実現性、④持

続性、⑤柔軟性、⑥地域社会への影響、⑦環境への影響）及び利水対策案に係る 6 評

価軸（①目標、②コスト、③実現性、④持続性、⑤地域社会への影響、⑥環境への影

響）により評価を行った。 

 

1.2.6 目的別の総合評価 

 各対策案の検討結果を踏まえて、治水及び利水の目的別に、評価軸による評価を行っ 

た。 

 治水対策案は、安全度、コスト、実現性等の観点から「大河内川ダム＋導水路＋河川

改修案」が優位と評価した。 

利水（水道用水）対策案は、目標、コスト、実現性等の観点から「大河内川ダム案」

が優位と評価した。 

流水の正常な機能の維持対策案は、目標、コスト、実現性等の観点から「大河内川ダ

ム案」が優位と評価した。 

 

1.2.7 検証対象ダムの総合的な評価 

目的別に評価を行った結果、「大河内川ダム＋導水路＋河川改修案」及び「大河内川

ダム案」が優位となったことから、「大河内川ダム＋導水路＋河川改修」の組み合わせ
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による整備が最も優位であると評価した。 

 

1.2.8 関係者の意見等 

(1)深川川川づくり検討委員会 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」の検証手順に準じ、学識

経験者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地方公共団体の長により構成した  

「深川川川づくり検討委員会」を 2 回開催し、河川整備計画（案）とダム事業の検証に

係る検討（案）について意見を聴いた。 

委員会では、関係者が一堂に会して、それぞれの立場で議論が行われた。 

また、審議の中では、パブリックコメントにより県民から募集した検討案に対する意

見と県の考え方を踏まえた議論も行われた。 

なお、委員会は報道機関や一般の傍聴も可能とし、終了後には会議資料、議事録を県

のホームページに載せるなど、公開に努めた。 

深川川川づくり検討委員会開催日程と議事内容を表 1.2.1 に、委員会名簿を表 1.2.2

に示す。 

 

表 1.2.1 深川川川づくり検討委員会の開催日程と議事内容 

回 日    程 内    容 

第 1回 平成 26年 5月 19日（月） 
・深川川水系河川整備計画（案）について 

・大河内川ダム事業の検証に係る検討（案）について 

パブリック

コメント 

平成 26年 5月 20日（火） 

        ～6月 19日（木） 

・大河内川ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案に対す

る意見募集に対する意見募集 

第 2回 平成 26年 7月 17日（木） 

・現地視察 

・第１回委員会での意見と回答 

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄでの意見と意見に対する県の考え方 

・大河内川ダム事業の検証に係る検討（案）について 
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表 1.2.2 深川川川づくり検討委員会 委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議の結果、深川川川づくり検討委員会は平成 26年 7月 25日付けで、「河川整備計画

（案）における治水・利水対策の目標については妥当である。また、ダム事業の点検、

目的別の代替案比較及び総合評価については、『大河内川ダム＋導水路＋河川改修案』が

妥当であると判断し、原案で了承する。」とした意見報告を知事へ報告した。 

また、関係地方公共団体の長へは別途意見照会を行い、長門市長から、「大河内川ダム

と導水路と河川改修を組み合わせた案が最適である」との回答を得た。 

 

(2)パブリックコメント 

パブリックコメントについては、大河内川ダムについて総合的な評価を行った段階に

おいて、県民から幅広く意見を聴取した。パブリックコメントの概要は以下のとおりで

ある。 

 区　分 部　  門 役　　　　　職 氏   名

1 河　川 徳山工業高等専門学校教授 佐賀
　 さ　が

　孝徳
 たかのり

2 〃 山口大学工学部准教授 朝位
 あ　さ　い

　孝二
  こ  う  じ

3 環　境 水産大学校　准教授 荒木
あ ら き

　晶
あきら

4 〃 元秋吉台科学博物館館長 中村
  なかむら

　久
ひさし

5 文化財 長門市文化財保護審査会会長 安部
　あ　　べ

　言思
 げ　ん　し

6 経　済 下関市立大学経済学部准教授 森
 もり

　邦恵
 く  に  え

7 農　業 山口県土地改良事業団体連合会常務理事 茅原
 かやはら

　寛
ひろし

8 内水面漁業 深川川漁業協同組合組合長 大上　　登
おおうえ　　　　　　　のぼる

9 外水面漁業 山口県漁業協同組合長門女性部部長 津室　好子
つむろ　　　　　　よしこ

10 農　業 長門市農業委員会会長 脇坂
わきさか

　泰行
やすゆき

11 商工会 長門商工会議所女性会会長 前田　ミドリ
　まえだ

12 観光協会 湯本温泉旅館協同組合事務局長 中野　美恵子
　なかの　　　　　　　　みえこ

13 自治会 深川地区自治会連合会会長 山本
やまもと

　松雄
まつお

14 自治会 真木区自治会長 蒲　　丹二
かば　　　　　　　　　たんじ

15 自治会 大河内区自治会長 岡本
おかもと

　功
いさお

16 自治会 坂水区自治会長 山田
やまだ

　與助
よしすけ

17 自治会 湯本区自治会長 吉冨
よしとみ

　尊一
たかいち

18 環境保全 クラブネッツ大畑会長 岩本
いわもと

　佳昭
よしあき

19 河川愛護 長門市快適環境づくり推進協議会副会長 沓野　昭次
　くつの　　　　　　しょうじ

20 行政委員 行　政 長門市長 大西
おおにし

　倉
くら

雄
お

 　　　　　　　　　　　　　　※順不同　計　２０名

学識委員

一般委員
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<公表する資料> 

  （１）「大河内川ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」（概要） 

（２）「大河内川ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」（全文） 

 <実施時期> 

  平成 26年 5月 20日（火）～6月 19日（木） 

  <意見の提出方法> 

  ・電子メール、ＦＡＸ、郵送 

 <資料閲覧方法> 

  ・山口県ホームページ：http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a11000/pub-comment/ 

・文書閲覧：県庁情報公開センター、県庁河川課、 

      各地方県民相談室及び山口県税事務所防府分室 

      長門土木建築事務所 

 <提出様式> 

  様式は任意とし、住所、氏名、電話番号は必ず記載（意見の内容以外は公表しない） 

 <パブリックコメントの周知方法> 

  ・県、長門市ホームページ、新聞の突出し広告、テレビスポット、ラジオ 

 <結果の概要> 

  ・意見総数  ：3名（9件） 
 
 
 
 

1.2.9 対応方針の原案の作成 

  深川川川づくり検討委員会とパブリックコメントによる意見を踏まえ、「大河内川ダム

＋導水路＋河川改修案による整備が優位」とする対応方針の原案を作成した。 
 

1.2.10 山口県公共事業評価委員会 

対応方針の原案について、(1)事業の必要性に関する視点(社会経済情勢等の変化、事

業の進捗状況、費用対効果など)、(2)コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点から審

議を行った。事業評価委員会の委員名簿を表 1.2.3に示す。 

 

表 1.2.3 平成 26年度 山口県公共事業評価委員会 委員名簿 

氏名 所属等 専門分野 備考 

三浦 房紀 山口大学大学院理工学研究科 教授 土木・防災  

有吉 宏樹 (元)財団法人山口経済研究所 常務理事 経済  

浦上 美佐子 大島商船高等専門学校 准教授 情報  

小谷 典子 山口大学 名誉教授 国際文化  

熊野 稔 徳山工業高等専門学校 教授 建築  

関根 雅彦 山口大学大学院理工学研究科 教授 環境  

伊達 巧 (福)山口県社会福祉協議会 常務理事 福祉  

永田 信明 弁護士 法律  

深田 三夫 山口大学 名誉教授 農業土木  

船﨑 美智子 ライフスタイル共同組合 代理理事 マーケティングリサーチ  

三輪 千年 水産大学校水産情報経営学科 特任教授 水産経済  
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審議の結果、公共事業評価委員会は、「大河内川ダム事業を継続することは妥当」とす

る意見報告書を平成 26年 11月 13日に知事に手交した。 

 

1.2.11 山口県の対応方針の決定 

山口県は公共事業評価委員会からの意見を受け、大河内川ダム事業を継続実施とする。 


